
自律的移動支援プロジェクト･･･参考資料

―すべての人が持てる力を発揮できる

社会システムを目指して―
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■少子高齢化と人口の減少
　　我が国の人口は200６年をピークに減少に転じると予測
されている
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年齢階級 身体障害者数
総　　　　　数 31.1
70　歳　以　上 96.2
65　～　69　歳 72.1
60　～　64　歳 46.5
50　～　59　歳 24.2
40　～　49　歳 13.0
30　～　39　歳 5.4
20　～　29　歳 3.9
18　、　19　歳 3.7
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■障害者の数と社会参加の状況
障害者の社会参加は進んでいない
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　○交通バリアフリー法
　　　・２０００年５月１７日公布
　　　・高齢者･身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の利　　　
便性･安全性の向上を促進

　　　・特定旅客施設を有する市区町村が基本構想を策定
　　　・重点整備地区におけるバリアフリー化の重点的･一体的な　　　 事
業実施（平成２２年度まで）

　○ハートビル法
　　　・１９９４年９月施行、２００３年４月改正ハートビル法施行
　　　・高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の

建築を促進
○歩行者ＩＴＳの開発

　　　・ＩＴＳ（Intelligent Transport Systems：高度道路交通シ
ステム）

　　　・情報提供による安全･安心･快適な移動の支援
　　　・注意喚起、場所属性情報の提供と経路案内
　　　・デジタル道路地図･GPS･ICタグ･携帯端末等を活用
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Accessible

すべての人が持てる力を発揮し、支え合う
「ユニバーサル社会」の構築
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………そのために

社会基盤と利用者を繋ぐ汎用的な情報基盤の整備につい
て検討する

⇒利用者がニーズに応じたきめ細かい、分かり易い情　報
を入手出来る

⇒社会基盤の供給者･利用者･市民が誰でも情報発信で　
きる
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　○高齢者⇒２２０４万人（2000年）

　　　　　　　　　（全人口の１７．３％）

　○障害者

　　　・視覚障害児・者　　　　⇒　30.6万人

　　　・聴覚・言語障害児・者　⇒　36.1万人

　　　・肢体不自由児・者　　　⇒　179.7万人

　　　・知的障害児・者　　　　⇒　45.9万人

　○日本を訪れる外国人　　　　⇒　年間477万人

　　　　　　　　　　･･･目標：平成19年までに800万人

対象とする利用者：歩行者、車いす、公共交通利用者

資料：視覚、聴覚・言語、肢体不自由･･･H13厚生労働省
　　　知的･･･H12厚生労働省、訪日外国人･･･H13



9



10

利用者のニーズと活用できる情報媒体（出発前）

■利用可能な
交通手段と所
要時間、料金
■公共交通機
関の運行情報、
所要時間、料
金

外国人

■通行可能なルート、
出発時間
■利用可能な交通手
段と所要時間、料金
■公共交通機関の運
行情報
■利用可能な施設（移
動中、目的地）

視覚障害者

■通行可能なルート、出
発時間
■利用可能な公共交通
機関の運行情報
■利用可能な施設（移動
中、目的地）

■利用可能な交通
手段と所要時間、料
金
■公共交通機関の
運行情報、所要時間、
料金
■目的地の施設内
容

車いす使用者聴覚障害者
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利用者のニーズと活用できる情報媒体(移動中･経路上）

■緊急時、災害
時等の状況説明、
代替移動手段
■現在位置（歩
行中、交通機関
内）
■目的地の入り
口（位置）

外国人

■救援情報の発信
■緊急時、災害時等の
状況説明、代替移動手
段
■現在位置と方向（誘
導）
■歩車道の境界、経路
上の障害物
■横断歩道の位置、向
き、信号現示
■立体横断施設、エレ
ベータ等の乗降口
■目的地の入り口（位
置、形状等）
■施設内の経路情報
■沿道の状況（道路施
設、店舗等）

視覚障害者

■救援情報の発信
■緊急時、災害時等の
状況説明、代替移動手
段
■施設内の経路情報
■現在位置と（安心して）
通行可能なルート
■利用可能な施設（車い
す対応トイレ等）の位置、
属性
■沿道の利用可能施設
（道路施設、店舗等）

■救援情報の発信
■緊急時、災害時等
の状況説明、代替移
動手段
■現在位置（歩行中、
交通機関内）
■目的地の入り口（位
置）
■利用可能な施設
（移動中、目的地）
■沿道の状況（道路
施設、店舗等）

車いす使用者聴覚障害者
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利用者のニーズと活用できる情報媒体(移動中･ノード)

■緊急時、災害
時等の状況説明、
代替移動手段
■公共交通機関
の運行情報：
■タクシードライ
バーへの意思伝
達

外国人

■救援情報の発信
■緊急時、災害時等
の状況説明、代替移
動手段、現在位置と
方向（誘導）
■プラットホーム等の
端部、電車の接近
■交通ターミナルの
案内（ファミリアライゼー
ション）
■プラットホーム、バ
ス停の乗降口と運行
情報
■利用可能な店舗、
休憩施設等

視覚障害者

■救援情報の発信
■緊急時、災害時等の状
況説明、、代替移動手段
■交通ターミナルの案内
（通行可能なルート、エレ
ベータ、車いす用トイレの
位置等）
■バス停等の運行情報
（ノンステップバス、リフト
付きバス等）
■利用可能な店舗、休憩
施設等

■救援情報の発信
■緊急時、災害時等
の状況説明、代替移
動手段
■電車、バスの接近
■公共交通機関の
運行情報：
■タクシードライバー
への意思伝達
■利用可能な店舗、
休憩施設等

車いす使用者聴覚障害者
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国際都市神戸をモデル地区として社会実験を実施
　・阪神淡路大震災の経験

　・２００５年度⇒　震災後10年の節目、神戸空港の開港、「チャレン　　　　ジド・ジャ
パン・フォーラム（CJF）国際会議in神戸」の開催

　・２００４年名古屋のITS世界会議における歩行者ITS実験を反映
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　・不特定多数が出入りする交通施設･観光施設等に使用

　・２００１年３月、「一般案内用図記号検討委員会」　　　　　　　　（事務局：
交通エコロジー・モビリティ財団）において制定　　　　　（１２５項目のうち１０
４項目についてJIS化）
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＜課題＞

　現在制定されているピクトグラムは、施設の場所に掲示することを想定

　　　　　　目的地に関する事前情報としての活用が可能

＜検討の方向性＞

　・道路上および施設入り口に設置するサインとして

　・携帯情報端末への情報ツール（表示記号）として

　・ガイドブック、地図等で使う施設の性能表示として
⇒以上のような発展を前提とした、新しいピクトグラムの提案

　・広く公募し、モデル地区神戸に試験設置

　・神戸の社会実験において携帯端末等に表示

＜ピクトグラムの公募＞


